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１．１４年９月期の業績（平成１４年４月 1 日～平成１４年９月３０日） 

(１) 経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

      百万円    ％       百万円     ％       百万円    ％ 

１４年９月中間期 4,900 (    5.9)  28  ( △ 39.3) 34 ( △ 35.5) 

１３年９月中間期 4,629 ( △ 4.3)  46  (    41.4) 54 (    39.7) 

１ ４ 年 ３ 月 期 9,604  70   90  

 
 中間（当期）純利益 1株当たり中間（当期）純利益 

       百万円    ％ 円   銭 

１４年９月中間期 37 (△11.6 )  5    27 

１３年９月中間期 42 (  ―― )  5    97 

１ ４ 年 ３ 月 期 60  8    57 

（注）１．期中平均株式数 14 年 9 月中間期 7,054,600 株 13 年 9 月中間期 7,055,000 株 14 年 3 月期 7,054,600 株 
２．会計処理の方法の変更 無 
３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(２) 配当状況 

 

 (３) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 

１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

   百万円   百万円   ％ 円  銭   
１４年９月中間期 5,271 2,313 43.9 328   00 

１３年９月中間期 5,278 2,241 42.5 317   65 

１ ４ 年 ３ 月 期 5,343 2,256 42.2 319   81 

（注）１．期末発行済株式数 14 年 9 月中間期 7,054,600 株 13 年 9 月中間期 7,055,000 株 14 年 3 月期 7,054,600 株 
 ２．期末自己株式数  14 年 9 月中間期       400 株 13 年 9 月中間期   400 株  14年3月期       400株 
 
２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月 1 日～平成１５年３月３１日） 

１株当たりの年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期 末  
      百万円       百万円 百万円 円 銭 円 銭      

通 期 9,400      80      60         4 00 4 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 8 円 93 銭 

 1 株当たり 1 株当たり 
 中間配当金 年間配当金 

   円 銭   円 銭 

１４年９月中間期 0 00 ―― 

１３年９月中間期 0 00 ―― 

１ ４ 年 ３ 月 期 ―― 0 00 



 
 

１．中間財務諸表等 
(1）中間財務諸表 

① 中間貸借対照表      
（単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

現金及び預金  978,228  1,126,955  1,006,841  

受取手形 ※４ 351,412  294,217  373,212  

売掛金  1,384,750  1,237,365  1,443,549  

有価証券  145,504  147,397  151,317  

たな卸資産  272,076  310,057  285,704  

繰延税金資産  ―  26,672  ―  

その他  37,861  34,705  31,121  

貸倒引当金  △  4,854  △  6,569  △  6,861  

流動資産合計  3,164,979 60.0 3,170,801 60.1 3,284,886 61.5 

Ⅱ 固定資産        

有形固定資産 ※１       

建物 ※２ 339,646  351,086  323,806  

土地 ※２ 987,947  1,013,661  987,947  

その他  41,876  38,422  38,387  

有形固定資産合計  1,369,470 25.9 1,403,170 26.6 1,350,140 25.3 

無形固定資産  31,147 0.6 23,745 0.4 27,409 0.5 

投資その他の資産        

投資有価証券 ※２ 309,260  290,706  301,133  

保険積立金  303,411  318,604  312,346  

その他  127,409  120,707  125,542  

貸倒引当金  △  27,631  △  55,836  △  58,017  

投資その他の資産合計  712,450 13.5 674,182 12.8 681,004 12.7 

固定資産合計  2,113,067 40.0 2,101,097 39.9 2,058,554 38.5 

資産合計  5,278,047 100.0 5,271,898 100.0 5,343,440 100.0 

        
 

 



 
 

      （単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債        

支払手形 ※2,4 918,525  913,471  845,796  

買掛金 ※２ 577,159  665,224  716,895  

短期借入金 ※２ 769,880  703,830  813,280  

未払法人税等  5,570  6,282  10,846  

未払消費税等  15,581  9,531  16,365  

賞与引当金  50,788  63,020  69,206  

その他  147,511  154,800  158,290  

流動負債合計  2,485,016 47.1 2,516,159 47.7 2,630,680 49.2 

Ⅱ 固定負債        

長期借入金 ※２ 280,600  147,580  178,960  

繰延税金負債  ―  2,933  ―  

退職給付引当金  121,093  129,416  121,521  

役員退職慰労引当金  112,900  121,700  117,300  

その他  37,389  40,169  38,881  

固定負債合計  551,982 10.4 441,799 8.4 456,662 8.6 

負債合計  3,036,998 57.5 2,957,958 56.1 3,087,343 57.8 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  920,465 17.4 ― ― 920,465 17.2 

Ⅱ 資本準備金  763,185 14.5 ― ― 763,185 14.3 

Ⅲ 利益準備金  122,375 2.3 ― ― 122,375 2.3 

Ⅳ その他の剰余金        

任意積立金  688,000  ―  688,000  

中間（当期）未処理損失(△)   △  245,206  ―  △  226,859  

その他の剰余金合計  442,793 8.4 ― ― 461,140 8.6 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  △  7,769 △0.1 ― ― △  10,922 △0.2 

Ⅵ 自己株式  ― ― ― ― △      145 △0.0 

資本合計  2,241,048 42.5 ― ― 2,256,097 42.2 

        



 
 

      （単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 資本金  － － 920,465 17.5 － － 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金  －  763,185  －  

資本剰余金合計  － － 763,185 14.5 － － 

Ⅲ 利益剰余金        

利益準備金  －  122,375  －  

任意積立金  －  688,000  －  

中間未処理損失(△)  －  △  189,653  －  

利益剰余金合計  － － 620,721 11.7 － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  － － 9,714 0.2 － － 

Ⅴ 自己株式  － － △      145 △0.0 － － 

資本合計  － － 2,313,940 43.9 － － 

負債・資本合計  5,278,047 100.0 5,271,898 100.0 5,343,440 100.0 

        
 

 



 
 

② 中間損益計算書      
（単位：千円）

前中間会計期間 
 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百 分 比  金 額 百 分 比  金 額 百 分 比  

    ％   ％   ％ 

Ⅰ 売上高   4,629,540 100.0  4,900,730 100.0  9,604,641 100.0 

Ⅱ 売上原価   3,504,764 75.7  3,724,405 76.0  7,291,243 75.9 

売上総利益   1,124,775 24.3  1,176,325 24.0  2,313,397 24.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,078,184 23.3  1,148,065 23.4  2,242,725 23.4 

営業利益   46,590 1.0  28,260 0.6  70,672 0.7 

Ⅳ 営業外収益 ※1  17,875 0.4  18,336 0.4  33,989 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※2  10,283 0.2  11,645 0.2  13,945 0.2 

経常利益   54,183 1.2  34,950 0.7  90,716 0.9 

Ⅵ 特別利益 ※3  2,823 0.0  2,473 0.1  － － 

Ⅶ 特別損失 ※4  9,350 0.2  24,595 0.5  19,437 0.2 

税引前中間(当期)純利益   47,655 1.0  12,828 0.3  71,278 0.7 

法人税､住民税及び事業税  5,570   6,282   10,846   

法人税等調整額  － 5,570 0.1 △30,659 △  24,377 △0.5 － 10,846 0.1 

中 間 (当 期 ) 純 利 益   42,084 0.9  37,205 0.8  60,432 0.6 

前 期 繰 越 損 失 （ △ ）   △  287,291   △  226,859   △  287,291  

中間（当期）未処理損失(△)   △  245,206   △  189,653   △  226,859  

           
 

 



 
 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項   

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法 

 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同   左 

 

子会社株式 

同   左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同   左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同   左 

(1) 有価証券 

満期保有目的債券 

同   左 

 

子会社株式 

同   左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用

しております。 

時価のないもの 

同   左 

 (2）たな卸資産 

商品 

移動平均法に基づく原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

同   左 

 

(2）たな卸資産 

同   左 

 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く。)については定

額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

の通りです。  

建 物      31年～41年 

その他     ５年～12年 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く。)については定

額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

の通りです。  

建 物      31年～41年 

その他     ２年～12年 

(1)有形固定資産 

同  左 

 （2）無形固定資産 

営業権 

商法の規定に基づき5年 

間にわたり均等償却して 

ります。 

（2）無形固定資産 

営業権 

同   左 

（2）無形固定資産 

営業権 

同   左 

 ソフトウェア（自社利用） 

社内における利用可能期 

間（5年）に基づく定額法 

を採用しております。 

ソフトウェア（自社利用） 

同   左 

ソフトウェア（自社利用） 

同   左 

 その他 

定額法を採用しておりま

す。 

その他（商標権） 

同   左 

その他（商標権） 

同   左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同   左 

(1）貸倒引当金 

同   左 

 



 
 

 

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

３．引当金の計上基準 

 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額を計上し

ております。 

(2)賞与引当金 

同   左 

 

 

(2)賞与引当金 

同   左 

 

 (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（5年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

(3)退職給付引当金 

同   左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 (4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に 

備えて、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

（4）役員退職慰労引当金 

同   左 

 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく当期末要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同   左 同   左 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺のうえ、未

払消費税等として表示してお

ります。 

消費税等の会計処理について 

同   左 

消費税等の会計処理について 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

 

 



 
 

 

 

追加情報   
前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

― 
 
 
 
 

 

 

― 

(繰延税金資産) 

 当社は、従来繰延税金資産と同額の

評価性引当金を計上しておりました

が、当中間会計期間より将来の課税所

得の発生が見込まれるため、繰延税金

資産を30,659千円(純額)計上しており

ます。 

(自己株式及び法定準備金取崩等会計)  

 当中間会計期間から｢自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基準｣

（企業会計基準第1号）を適用しており

ます。 

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より当中間会計期間における中間貸借

対照表の資本の部については、改正後

の中間財務諸表等規則により作成して

おります。 

 これに伴い、前中間会計期間におい

て資産の部に計上していた｢自己株式｣

（流動資産145千円）は、当中間会計期

間末においては資本に対する控除項目

として資本の部の末尾に表示しており

ます。 

― 

 

 

 

 

 

 

(自己株式) 

 前事業年度において資産の部に

計上していた｢自己株式｣(流動資産

145千円)は、財務諸表等規則の改

正により当事業年度末においては

資本に対する控除項目として資本

の部の末尾に表示しております。 

 



 
 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係）  
（単位：千円）

期  別 
項  目 

前中間会計期間末 
（平成13年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日現在） 

前 事 業 年 度 末         
（平成14年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
572,738 606,832 590,349 

※２．担保に供している資 (1）担保提供資産 (1）担保提供資産 (1）担保提供資産 

産及び対応する債務 
  
建 物 127,277

土 地 850,217

投資有価証券 16,826

合 計 994,320
  

  
建 物 118,787

土 地 850,217

投資有価証券 16,716

合 計 985,721
  

  
建 物 122,828

土 地 850,217

投資有価証券 13,870

合 計 986,916
  

 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

 
  
支 払 手 形 99,540

買 掛 金 41,129

短期借入金 446,000

長期借入金 186,200

合 計 772,869
  

  
支 払 手 形 60,794

買 掛 金 38,200

短期借入金 492,760

長期借入金 138,880

合 計 730,634
  

  
支 払 手 形 60,484

買 掛 金 24,417

短期借入金 398,840

長期借入金 130,360

合 計 614,102
  

 短期借入金のなかに１年以内

返済予定長期借入金を含めてお

ります。 

上記のうち土地57,580千円

は、関係会社である高橋製麺㈱

の借入金69,375千円に対する物

上保証として担保に供しており

ます。 

短期借入金のなかに１年以内

返済予定長期借入金を含めてお

ります。 

上記のうち土地57,580千円

は、関係会社である高橋製麺㈱

の借入金61,875千円に対する物

上保証として担保に供しており

ます。 

短期借入金のなかに１年以内

返済予定長期借入金を含めてお

ります。 

上記のうち土地57,580千円

は、関係会社である高橋製麺㈱

の借入金65,625千円に対する物

上保証として担保に供しており

ます。 

関係会社に対する保証 関係会社に対する保証 関係会社に対する保証 

(1）㈱風と光のファクトリー (1）㈱風と光のファクトリー (1）㈱風と光のファクトリー 

仕入債務保証 仕入債務保証 仕入債務保証 

 ３．偶発債務 

2,911 3,163 3,217 

 銀行借入債務保証 銀行借入債務保証 銀行借入債務保証 

 8,250 3,000 5,250 

 (2）高橋製麺㈱ (2）高橋製麺㈱ (2）高橋製麺㈱ 

 銀行借入債務保証 銀行借入債務保証 銀行借入債務保証 

 69,375 61,875 65,625 

※４．期末日満期手形 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしており

ます。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末日満

期手形が中間会計期間末残高に

含まれております。 

───── 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理をしております。な

お、当期末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期

手形が期末残高に含まれており

ます。 

 
  

受取手形 58,289 

支払手形 27,574 
  

  
  

  
  

受取手形 49,553 

支払手形 15,389 
 

 



 
 

 

（中間損益計算書関係）  
 （単位：千円）

期 別 
 
項 目 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間         
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前 事 業 年 度         
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

※１．営業外収益のうち主な

もの 

  
受 取 配 当 金 9,450 
  

  
受 取 配 当 金 9,177 
  

  
受 取 配 当 金 11,448 
  
為 替 差 益 7,443 
 

※２．営業外費用のうち主な

もの 

  
支 払 利 息 7,149 
  
為 替 差 損 2,934 
  

  
支 払 利 息 6,012 
  
為 替 差 損 5,431 
  

  
支 払 利 息 13,552 
    

※３．特別利益のうち主なも

の 

貸倒引当金戻入益 2,822 
  

貸倒引当金戻入益 2,473 
  

  
  

※４．特別損失のうち主なも

の 

投資有価証券評価損 6,903 
  

投資有価証券評価損 20,651 
  
投資有価証券売却損 3,752 
 

投資有価証券評価損 12,693 
  

 ５．減価償却実施額 
  
有 形 固 定 資 産 19,922 
  

  
有 形 固 定 資 産 18,825 
  

  
有 形 固 定 資 産 41,721 
  

 
  
無 形 固 定 資 産 3,710 
  

  
無 形 固 定 資 産 3,664 
  

  
無 形 固 定 資 産 7,377 
  

 



 
 

 

（リース取引関係）      
(単位：千円）

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間         
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間         
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前 事 業 年 度         
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引 
 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

車両運搬具 12,426 4,028 8,397 

工具器具 
備品 12,537 5,572 6,965 

合計 24,963 9,600 15,362 
  

 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

車両運搬具 9,114 4,558 4,555 

工具器具 
備品 12,537 7,912 4,624 

合計 21,651 12,471 9,179 
  

 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相当額 

車両運搬具 12,426 5,363 7,062 

工具器具 
備品 12,537 5,864 5,672 

合計 24,963 12,228 12,734 
  

 （注１）取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しております。 

（注１） 

同    左 

（注１）取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が

低いため、支払利子込

み法により算定してお

ります。 

 （注２）車両運搬具及び工具器

具備品は、有形固定資

産「その他」の中に含

めて表示しておりま

す。 

（注２） 

同    左 

（注２） 

同    左 

 ２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料期末残高相

当額 

 
  
１年内 4,590

１年超 10,771

合計 15,362
  

  
１年内 3,170

１年超 6,009

合計 9,179
  

  
１年内 4,466

１年超 8,267

合計 12,734
  

 （注）未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。 

同    左 （注）未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利

子込み法により算定して

おります。 

 ３．支払リース料及び減価償却

費相当額  

３．支払リース料及び減価償却

費相当額  

３．支払リース料及び減価償却

費相当額  

 
  
支払リース料 2,951

減価償却費相当額 2,951
  

  
支払リース料 2,019

減価償却費相当額 2,019
  

  
支払リース料 4,997

減価償却費相当額 4,997
  

 ４．減価償却費相当額の算定方

法 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同    左 同    左 

 



 
 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成13年４月１日 至平成13年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

(2）その他 

 該当事項はありません。 

 


